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はじめに

　この意見表明書は，2015年 9 月に国連で採択された持続可能な開発目標（SDGs）と日本の家政学との関連を明らかに

し，日本家政学会のこれまでの取り組みを示し，さらに今後のアクションプランを表明するものである．

　日本家政学会が所属する国際家政学会（International Federation of Home Economics: IFHE）では，2016年に目標 1，

3， 5， 6，12について，2019年には目標 2についてポジション・ステートメントをまとめ，公表した．

　これを受け，日本家政学会では，家政学原論部会において SDGsポジション・ステートメント作成の機運が高まり，目

標 3， 5，11，12について議論を重ね，学会としての検討を経て，今回の表明に至っている．

　図らずも新型コロナウイルス感染症（COVID-19）によるパンデミックやロシアによるウクライナ侵攻などにより，私

たちの生活は急激な変化や試練に見舞われている．このような中で，家政学は，SDGsが発表される以前から長年に渡っ

て積み重ねてきた持続可能な生活の在り方を追究する取り組みを，一層推進していかなければならない．

　この意見表明書が，家政学や家政教育・家庭科教育に携わる人々にとってのガイドラインとなり，広く家政学に対する

理解を深めるための一助となることを期待する．

第 1 部　家政学から見た SDGs と日本家政学会のアクションプラン

　第 1部では，この意見表明書の前提となる考え方として「家政学と SDGsの関わり」について述べ，日本家政学会がこ

れまでに実践してきた「持続可能な社会を創る取り組み」と SDGsの達成に向けた「アクションプラン」について示す．

　本学会は，長きにわたり多様な専門分野の方法論により，持続可能な社会を目指した研究・教育を重ねてきた．また，

その取り組みは，家庭科教育を特徴とする我が国の家政教育と一体的に進められてきた．これらを踏まえ，日本家政学会

は， 3つのアクションプランを掲げる．

Ⅰ．家政学と SDGs の関わり

1．持続可能な社会を目指してきた家政学

　家政学は，個人・家族（婚姻関係，血縁関係に限らない日常生活を営む様々な形態の集団やネットワーク）・コミュニ

ティが最適かつ持続可能な生活を達成するための学際的な学問である．家政学は，経験・分析科学（実証科学），解釈科

学，批判科学などのアプローチにより，自然科学，社会科学，人文科学の成果を，持続可能な社会の実現に向けた科学的

知見として創出し，実践を牽引してきた．

　その成果は，個人や家族の能力，選択肢，優先順位に基づく日常生活における意思決定に大きな影響を与え，さらに家

族から地域・国家・地球規模に至るまでのあらゆるレベルに波及している．

　日本家政学会には，家政学原論，家庭経営，家族，児童，食物，被服，住居，家政教育等の専門分野がある．家政学で

は，それぞれの専門分野において生活を基軸とした研究・教育・実践が行われているが，これらの分野を横断するかたち

で，時代に応じた研究テーマが掲げられ，課題への総合的なアプローチが見られる点に独自性がある．現在の横断的テー

マには，福祉，健康，防災，環境，国際が掲げられており，生活の質の向上及び生活創造という目標に向けた多様な取り

組みが見られる．

　家政学は，歴史あるその包括的な科学性を生かし，生活者を社会の変革主体と捉え，SDGsのすべての目標に大きく寄

与しながら，引き続き生活の質の向上，人間の開発，ひいては人類のウェルビーイングの向上に貢献する．
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2．家政学から見た SDGs

　SDGsの17の目標は，不可分の関係にある．家政学が取り組むそれぞれの生活課題には複数の目標が関連しており，家

政学は SDGsのすべての目標に関わっているといえる．そこで，IFHEの見解を踏まえながら，各目標*1 に対する家政学

的な捉え方*2 について述べる．

*1： 目標 3， 5，11の見出し文については日本家政学会の訳，それ以外は外務省仮訳である．
*2： 目標 1，2，3，5，6，12の家政学的な捉え方については，IFHEが公表している SDGsに対する見解を踏まえている（IFHE “SDGs from home 

economics perspective”参照）．
　　　　　https://www.ifhe.org/united-nations/sustainable-development-goals/specific-sdgs

 あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる

　家政学では，あらゆる様態の貧困を生み出し，また助長するような生産及び労働と消費，あるいは社会システムの解消

に取り組む．また，貧困を人と人とのつながりや，様々な組織・情報へのアクセスの機会の不足も含むものと捉え，その

解消に取り組む．

 飢餓を終わらせ，食料安全保障及び栄養改善を実現し，持続可能な農業を促進する

　食料生産と食料消費は密接に関連しており，消費に関する意思決定と行動，生活方針の決定を行うのは個人や家族であ

る．また，健康的な食事計画とそれに係る調理は，家庭科教育の重要な領域のひとつである．家政学は，様々な形態の栄

養不足の解消に寄与する．

 すべての人々の健康な生活を確保し，ウェルビーイングを向上させる

　健康には，個人の生活に関する知識やスキルだけではなく，経済状況，社会的立場など，多様な問題が相互に影響し

合っている．家政学が対象とする衣食住などの生活習慣，衛生，経済などに関する研究成果は，困難な環境の中でも生活

の質を高め健康リスクを回避するための能力や実践力の向上に寄与する．

 すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し，生涯学習の機会を促進する

　家政学をベースとした家庭科教育，家政学教育，家政教育は，学校教育や社会教育を通して，性別その他の特性にかか

わらず，あらゆる世代で持続可能な社会を創る人材を養成する．

 ジェンダー平等を達成し，すべての女性及び女児をエンパワーする

　ジェンダー平等は基本的人権に関わり，平和・繁栄・持続可能な世界の基盤である．教育・雇用・社会におけるジェン

ダー平等と女性のエンパワメントは，家庭から始まる．家政学は，個人と家族の基本的ニーズの充足，健康・危機・災害

などに関する問題対応，資源管理，家族関係，家庭内外での役割分担，意思決定など，ジェンダー視点から見た役割や権

限の偏りの問題に深く関係する．

 すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する

　家政学では，水を地域の資源として捉えるとともに，生活物資の生産及び生活行動における水の消費がもたらす世界的

な影響や衣食住生活に関する衛生状態の保全・改善について研究・教育する．
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 すべての人々の，安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのアクセスを確保する

　家政学の研究・教育対象である住宅における電気・ガス等の効率的なエネルギー使用の在り方や省エネルギーの方法は，

地球規模のエネルギー使用に影響を与える．

 �包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのある人間らしい雇用

（ディーセント・ワーク）を促進する

　家政学は，就労者の就業形態，健康，食事，ワーク・ライフ・バランスの在り方などを追究し，人々の働きがいやライ

フスタイルに影響を与える．

 強靱（レジリエント）なインフラ構築，包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイノベーションの推進を図る

　家政学は，生活技術の蓄積及び技術革新に対する市民の意識・実態調査を通して，多様な特性をもつすべての生活者の

ニーズに応じたインフラの整備や商品開発に貢献する．

 各国内及び各国間の不平等を是正する

　家政学は，すべての人々の人権の尊重，能力強化，機会均等の確保，生活関連政策，公正な取引・貿易等に関する研

究・教育を通して，人や国の不平等を無くす取り組みに貢献する．

 すべての人が住み続けられるまちと地域をつくる

　住み続けられるまちづくりとは，すべての人々への適切な住居と基本的サービスが充足され，居住性が高く，安全，か

つ地球環境に配慮した居住地をつくることである．家政学は，生活者視点からの居住政策などまちの計画・運営に誰もが

参加できる仕組みの構築と，まちづくりに関わる生活者の能力の強化に貢献する．

 持続可能な生産消費形態を確保する

　消費者は意思決定者であり，持続可能なライフスタイルに関して責任を担っている．家政学は，人々の地域社会での生

活実践を通して，地球規模での高い持続可能性への転換を促進・支援する．

 気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる

　家政学は，生活に関わる直接的・間接的なエネルギーの効率的な使用について，また衣食住などの生活の諸側面におい

て排出される CO2 を削減する方法などの研究・教育を通して，地球温暖化の抑制に貢献する．

 持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し，持続可能な形で利用する

　家政学は，衣食住などに関する生活手段の適切な選択や水産資源の消費ならびに海洋汚染を防止するライフスタイルに

関する研究・教育を通して，海洋資源の保全に寄与する．
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 �陸域生態系の保護，回復，持続可能な利用の推進，持続可能な森林の経営，砂漠化への対処，ならびに土地の劣

化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止する

　人の生活は，様々な資源を用いて営まれている．資源の使用は，その枯渇だけではなく，採取に伴う鉱物残差など廃棄

物の発生や農業生産による土壌の劣化，時には人権侵害など，様々な問題と関わる．そのため家政学では，資源の効率的

な利用や排出物の削減に関する研究・教育を通して，種々の問題の抑制に寄与する．

 �持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し，すべての人々に司法へのアクセスを提供し，あらゆるレ

ベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する

　家政学は，日常の生活問題を浮き彫りにし，社会問題として提起するとともに，制度の在り方や問題解決の方策を検討

し，包摂的な社会の構築に貢献する．

 持続可能な開発のための実施手段を強化し，グローバル・パートナーシップを活性化する

　家政学者は，地域団体，行政，企業など様々な主体とパートナーシップを築きながら持続可能な社会を構築する．

3．家政教育と SDGs 

　家政学研究を基盤とした広義の家政教育には，小・中・高等学校の家庭科教育，大学における家政学教育及び一般市民

を対象とした狭義の家政教育がある．

　特に，日本の家庭科教育は，小学校 5年生から中学校，高等学校まで男女必修教科として位置づけられており，教育課

程における系統的な教育は，海外から高い評価を得ている．家政学研究で得られた知見を基盤として，家庭科教育では個

人・家族，コミュニティが最適かつ持続可能な生活を達成するための能力を身に付けさせることを目指してきた．生活の

システム的理解に基づき学習内容の構造化・体系化がなされ，家庭科教育実践における生活や生活課題の捉え方にも影響

を与えている．全学校種別の家庭科の学習指導要領には「生活の営みに係る見方・考え方」の視点の一つとして「持続可

能な社会の構築」が示されている．

　大学における家政学教育においては，家政学部，生活科学部，生活環境学部などの家政学を専門とする学部での家政学

教育だけでなく，教育学部等においても，SDGsを意識しながら，家政学研究を生かした教育が行われている．

　教育学部では，教員養成コア・カリキュラムの検討を進める中で，各教科の背景になる学問の認識の重要性が強調され，

家庭科教員養成において家庭科の独自性や本質を追究するために家政学との関係性を問う研究が行われている．カリキュ

ラム・マネジメントやコミュニティ・スクール構想の展開が求められていることに応じて，SDGsを理解し家庭科の立場

からそれらの運営や構想をリードできる教師の能力を問う研究も進められている．加えて，社会や生活の変化及び規範や

価値観の転換を理解・認識する力が今まで以上に求められていることから，家政学が生活をどのように捉えているのか／

捉えてきたのかを基盤とした教師教育に関する研究も始まっている．

　また生涯学習として家政教育は，人生100年時代の持続可能な地域社会を実現するために，生活者としての生涯にわた

る成長を支えるリカレントな学び（社会に出てからの学び直し）として期待されている．

Ⅱ．日本家政学会の持続可能な社会を創る取り組み

　日本家政学会が実践しているプロジェクトは，SDGsの複数の目標に関連しており，持続可能な社会を創る取り組みで

ある．その主な事例として，過去に実施された「東日本大震災生活研究プロジェクト」（2011～2022年）及び「暮らしカ
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フェ」（2011～2018年）と，2018年から始まった「家庭生活アドバイザー」を挙げる．ここに示す日本家政学会による持

続可能な社会を創るための 3つの取り組みは，主に，SDGsの目標 3， 5，11，12，17などに関連している．これらの目

標のうち，目標17を除く*3 4 つの目標と家政学との関係については，第二部で詳しく述べる．

*3：目標17は目標 1～16を達成するために必要な目標とされ，他の目標と位置づけが異なるため，第二部ではそれ以外の目標を取り上げる．

【東日本大震災生活研究プロジェクト】主に目標 3 ，11などに関連 

　2011年 3 月11日に発生した東日本大震災直後の生活上の困難や復興に取り組む中での生活上の課題を明らかにし，家政

学の視点から今後の生活の在り方を追求するためのプロジェクトを立ち上げ，被災者への生活支援や自立支援に向け活動

を行った．その成果は，ブックレットや単行本，伝統料理レシピなどにまとめられ，震災への備えや，被災地の生活文化

の継承及び地域の魅力の創出，生活復興の支援などについて，家政学の独自性を生かした提言や情報が発信された．

【暮らしカフェ】主に目標11，12，17などに関連 

　三省堂書店成城店において，暮らしに身近なテーマを取り上げ，専門家と市民がお茶を飲みながら気軽に語り合える場

として「暮らしカフェ」を定期的に 8回にわたり開催した．ここでは，家政学者が講師やコーディネータとなり，衣食住

生活に関する専門知識や伝統的な智恵，防災・減災に向けてのまちづくりなどについて語り，参加者との意見交換が行わ

れた．学校でも公民館でもない場において，多様な主体が連携し家政学の専門を拠り所に豊かな暮らしを考える場が創出

されたことは，持続可能な社会づくりに向けた意味のある取り組みである．

【家庭生活アドバイザー】主に目標 3 ， 5 ，12などに関連 

　2018年に発足した「家庭生活アドバイザー」資格の認定制度は，個人・グループや行政・民間団体などに対して，家政

学の知識・技術をもってアドバイスと支援をするための取り組みである．今日の生活がかかえる様々な問題は，育児，家

族関係，家庭経営，衣食住生活のスキル，ライフスタイルなど多岐にわたると同時に複合的な要素が関連している．家庭

生活アドバイザーは，家庭生活における諸課題に関する情報を社会に提供・提案するとともに，家政学に課題を反映させ，

研究を深化させる．

Ⅲ．2030年の SDGs 達成に向けた日本家政学会のアクションプラン

　2030年の SDGs達成に向けた日本家政学会のアクションプランとして，次の 3つを挙げる．

1．家政学研究をベースとした教育のパワーアップ

　日本家政学会は，これまでよりも一層，家政学の諸分野の相互連携，隣接科学との対話に努め，諸外国の学会との交流

を行い，研究を推進していく．そして，生活の科学的認識に基づき，生活技能を習得・創造し，生活の価値認識を問える

ような教育システムを構築するための研究を推進していく．それは，家庭教育，学校教育，社会教育などの多様な場にお

いて，生涯を通じて持続可能な社会の担い手として生活者を育成するために必要不可欠である．

　このうち学校教育における家庭科は，学校のカリキュラム・マネジメントの構想において，一つの教科としての独自性

を担保しつつ，汎用的資質・能力の向上に大きく貢献できる教科である．家庭教育や社会教育との連携，行政や企業との

つながりも考えながら，持続可能な社会を創る将来の担い手を育てる家庭科教育を推進していく．

2．家政学研究・家政教育の実践化

　家政学研究・家政教育の実践の一つとして家庭生活アドバイザー制度を発展・推進させていく．家政学と社会の橋渡し

は，家政学者の責任ともいえる．人々が専門家の科学的な知見・成果を活用し生活をよりよいものにしていけるような，
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アドバイザー活動の場を開拓し，定着していくように進めていく．

　さらに，家政学として，日常生活領域への様々な貢献を推進していく．人生100年時代という長寿社会における家政教

育では，リカレントな学びや生涯学習としての重要度が増している．地域行政や民間企業及び多様な消費者団体等と今後

さらに連携し，すべての人が生涯学び続けられるよう，産学官民連携で学びの体系を整えていく．

　例えば，体験型の子どもによるまちづくりの遊び「こどものまち」の取り組みが注目されている．そこでは，食品ロス

削減や環境保護，フェアトレード商品の導入などの場面を通して持続可能なまちを意識させるとともに，活動を支える行

政やコミュニティのつながりの強化を図り，まちづくりへの関心を高めていくことが可能である．

3．企業・行政・NPO への提言とパートナーシップの強化

　企業・行政・NPOに対し，事業・政策・取り組みに関する提言を行い，地域を中心に企業・行政・NPOを含めた実効

性のあるパートナーシップを形成し，SDGs達成に寄与していく．企業との関係では，家政学の研究成果を市場や社会の

形成に役立てていく機会をより増やしていく．また，行政との関係では，これまでと同様に学会員が審議会のメンバーに

なるなどの形で，より深く生活関連施策に参画していく．さらに，NPOとの関係では，生活者の視点に立って，個々の

ニーズに応える実践活動を展開していく．
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第 2 部　家政学の視点と 4 つの目標

　第 2部では，第 1部の内容に対する理解をさらに深め，日本家政学会の取り組みと SDGsの関係について具体的に把握

するため，「家政学の視点」とこれまでに検討してきた「 4つの目標」について示す．

　まず，家政学における人間と環境の捉え方と SDGsとの関係について述べ，家政学の視点を明らかにする．次に，目標

3，5，11，12*4 について，それぞれの目標と家政学との関係，及びその目標に関する家政学の成果と課題について詳細

に述べる．

*4： 目標 3， 5，12については，IFHEが公表している SDGsに対する見解を踏まえている（IFHE “ACHIEVING SUSTAINABLE LIVING FOR ALL: 
A HOME ECONOMICS PERSPECTIVE” 2019 参照）．

　　https://www.ifhe.org/fileadmin/user_upload/UN_statements/Overview_Home_Economics_and_SDGs_2019.pdf

Ⅰ．家政学における人間と環境の捉え方と SDGs

　家政学における人間と環境の捉え方をわかりやすく示した一例が，図 1である．これは，Bubolz他が1979年に発表した

ヒューマン・エコロジーにおける人間と環境との相互作用に関する考え方であり，家政学における人間行動研究の枠組み

を示している．「家族」の捉え方や「個人」「家族」「地域」などの関係性をめぐっては議論のあるところであるが，この

図は，人間個人がその周りの環境にどのように関連しているかを表し，さらに，人間関係や人間の環境への適応及び環境

の醸成に影響を及ぼす文化や価値を考慮にいれている．

　最小の円は，人間と環境との関係を考える場合に中心となる「単位」としての人間個人を表し，2つ目の円は，人間の

出典： （社）日本家政学会 家政学原論部会 翻訳・監修『家政学　未来への挑戦―全米スコッツデイル会議に
おけるホーム・エコノミストの選択―』建帛社，2002, 206（本図は，Bubolz他が1979年に発表した論
文に基づく：Bubolz, M. M., Eicher, J. B., & Sontag, M. S. "The human ecosystem: A model", Journal of 
Home Economics, 1979, Vol. 71, No. 1, 28-31）

図 1 ．家政学における人間と環境の捉え方
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「生物物理的，心理的，社会的行動の環境」を表す．すなわち，個人は，家族，友人，学友などと関わりを持ちながら日

常生活における営みをしており，日々の様々な意思決定を行う．

　 3つ目の円は，「人間がつくった環境」である．近隣，地域や，個人や家族が所属する様々なコミュニティなどにおい

て活動が行われ，政治，経済，科学技術，教育などが創造される．衣食住に関する財やサービスもここに含まれる．

　そして一番外側の円は，「自然環境」である．自然環境は，すべての生命が依存するエネルギーと物質を提供しており，

人間生活を根本から支えている．土壌の性質や気候帯の違いによって様々な種類の動植物が育ち，人間生活への恵みをも

たらしている．それと同時に，人間個人の生活行動は「自然環境」の変化に影響を与えている．

　これら 4つの円は相互に関わっており，意思決定の主体である「個人」が「自然環境」など各環境に直接関わっている

ことも示している．

　「個人」や「家族」が，家庭生活を中心とした生活における諸問題を解決して，よりよい生活を実現するためには，そ

れらを取り巻く多様で広範な環境を調整することが必要である．さらに，現在のみならず，将来の生活及びそれらを取り

巻く環境のあり様をも想像し，行動することが求められる．

　このような家政学の視点は，「持続可能な開発」の概念と非常に近い考え方である．「持続可能な開発」は，「将来の世

代の欲求を満たしつつ，現在の欲求も満足させるような開発」を生態系の収容能力の中で，環境保全を考慮した節度ある

開発を指す．家政学が様々な人と環境の相互の関わり合いに注目していることは，目標17のパートナーシップの重要性と

も重なる．SDGsが目指す持続可能な社会の構築に家政学は大いに貢献できるといえる．

Ⅱ．家政学と 4 つの目標：成果と課題

　上記の家政学の視点を踏まえ，ここでは，目標 3， 5，11，12について，具体的な成果と課題を示す．

　後掲の各目標についての記述では，まず当該目標と家政学の関係を述べ，次に家政学のこれまでの成果について「家政

学の 4つの領域」に基づいて示していく．この 4つの領域の区分は，2008年に国際家政学会が創立100周年記念大会で発

表したポジション・ステートメントによるものである．

（1）「学問領域」として：専門職や社会のために研究者を育て，研究を行い，新しい知識や考え方を創造すること．

（2）「日常生活領域」として：人間の成長の可能性を引き出し，基本的欲求の充足を満たすことができる家族・家庭，世

帯，コミュニティをつくること．

（3）「カリキュラム領域」として：生活者として自らの資源や能力を発見し，生涯を通して適切な意思決定ができる生活

能力を身に付けること．

（4）「政策に影響や発展をもたらす社会的領域」として：個人・家族・コミュニティをエンパワーし，ウェルビーイング

を向上させ，快適な生活の実現，及び持続可能な将来を創り出すことを促進するような政策が

形成されることに寄与すること．

　そして，最後に各目標に関連する家政学の課題を示す．
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 目標 3 　すべての人々の健康な生活を確保し，ウェルビーイングを向上させる

1．目標 3 と家政学

　すべての人々の健康的な生活を実現し，ウェルビーイングを促進することは，持続可能な開発にとって，必要不可欠で

ある．健康には，個人の生活に関する知識やスキルだけでなく，経済状況，社会的立場など，多様な問題が複雑に関わり

合っている．COVID-19パンデミックにおいては，社会経済状況，生活環境の悪さなどの課題を抱える高齢者，貧困層，難

民や移民などの立場の弱い人々に，より大きな負担が生じた．家政学は，特に，このような社会的弱者に寄り添いながら，

望ましい食習慣・生活習慣，衛生，経済に関する知識・理解の涵養に努めることにより，人々の健康的な生活を確保し，

福祉を促進することを使命としている．

　家政学はこれまで，家族，児童，衣食住，生活経営やそれらの相互作用など総合的に捉える視点から，研究・教育活動

を積み重ね，実践的に課題解決を図ってきた．そして，人々が単に享受することのできる選択肢を提示することにとどま

らず，自らの力で，医療・行政サービスの利用を含む適切な選択肢に辿り着く，実践力の育成を目指してきた．

2．目標 3 に関連する家政学における成果

（1）「学問領域」として

　健康には，生活に関する知識やスキルだけでなく，経済状況，社会的立場等が複雑に関わっていることから，家庭経営，

家族，児童，食物，被服，住居，家政教育など，家政学が対象とするほぼすべての分野が，目標 3に深く関わっている．

各領域では，人と人，人とモノとの相互作用や生活環境について，分子レベルから人を対象とした研究まで，自然科学，

社会科学，人文科学を基盤とした幅広い研究が実施されている．また，これらは課題解決に向け，領域横断的に検討され

ることも多い．家政学では，SDGsに留まらず，人の生活，社会の持続可能性を高めることを目指した研究が広く行われ

ている．

　例えば，食生活・栄養については，各ライフステージにおける栄養素等摂取状況や栄養的課題，肥満，生活習慣病など

の要因の検討や，それらの予防，改善に寄与する食品成分の解明，人にとって有益な機能性成分を有する食品の利活用，

減塩等を意図した味覚特性の検討等が行われており，様々な観点から人々の健康と生活の質との双方を向上させるための

検討がなされている．衣生活，住生活の領域においても，快適性や安全性の面で，「健康」的な生活の追究が行われてい

る．

　一方，子ども及び親の健康については，子どもの貧困やヤングケアラーなどの実態を把握する調査研究や，保護者の肉

体的，精神的，社会的健康状態や生活状況が子どもに与える影響，親教育について検討されている．また，育児に心理的，

社会的，経済的困難を有する家庭やひとり親家庭などに対し，子ども食堂などの支援をはじめ，行政，地域，大学などの

機関がどのように支援できるか，検討されている．

（2）「日常生活領域」として

　家政学は，研究成果を活かして日常生活領域における実践活動につなげている．例えば，栄養学，食品学，調理学，食

品衛生学などの研究成果が，食育を通じて，日常の食品の選択・調理・保管などに活かされ，健康で安全な食生活を実現

している．また，被服材料学，被服整理学，被服構成学，被服衛生学などの研究成果は，日常の衣服の選択・管理・着装

などに活かされ，健康で衛生的な衣生活を実現している．さらに，日々の既製服の選択的購入を通して，間接的に開発途

上国の生産者の健康や福祉の実現にも関与している．

　そして住居学の研究成果は，健康を保つ住居の機能面だけでなく，家族関係学，家庭経営学などと関係し合うことによ

り，個人や家族の生涯にわたる心身の健康や安全，快適で幸福な日々の住空間を形成することに寄与している．
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（3）「カリキュラム領域」として

1）家庭科教育

　2017・2018年改訂学習指導要領解説家庭編及び技術・家庭編（小・中・高等学校）では，家庭科の見方・考え方の一つ

として「健康・快適・安全」が位置づけられた．これらは改訂以前から家庭科のキーワードであり，家庭科は健康教育を

担う主要な教科の一つであった．家庭科は，調理，育児，住居・衣服と衛生，洗濯，清掃などの知識や技能，さらには家

庭経営，家庭のウェルビーイングの向上などに関する教育を担っている．

2）大学における家政学教育

　大学においては，家政学部，生活科学部，生活環境学部，教育学部等において，家政学研究を生かした健康・福祉に関

する教育を行っている．

　科目区分としては，食物学，栄養学，食品学，調理実習，保育学，家庭経営学，家族関係学，家庭経済学，被服学，住

居学などがある．

（4）「政策に影響や発展をもたらす社会的領域」として

　日本学術会議健康・生活科学委員会家政学分科会では，人の暮らしや生き方に関連する今日的課題を生活者の視点に

立って総合的に検討し，全ての人が健康で生き甲斐を持って人生を全うするための方策を提案することを目的として活動

を行っている．ここでは，提言・報告などの表出のほか，関連学会とも協力しながら講演会等も実施されている．

　また，家政学者は，それぞれの専門領域における知見を活かしながら，健康と福祉に関する様々な審議会等に参画し，

政策提言に関与している．

3．目標 3 に関連する家政学の課題

　家政学は健康と福祉に関する課題を総合的に解決するための研究・教育活動を蓄積してきた．しかしながら，健康・福

祉を取り巻く問題は複雑化し，世界規模に広がっている．これらの課題に立ち向かうためには，学問領域を超えた協働が

必要である．本ポジション・ステートメントにより家政学の立ち位置を明示することで，今後の研究・教育活動の普及に

つなげていきたい．
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 目標 5 　ジェンダー平等を達成し，すべての女性と女児をエンパワーする

1．目標 5 と家政学

　現在と将来の世代にとって，ジェンダー平等は重要な課題である．女性のエンパワメント，ワーク・ライフ・バランス，

家庭の内外における経済・社会におけるジェンダー平等は，将来の持続可能な開発とすべての人々が良好な生活の質を確

保するために不可欠である．しかし，わが国では，家族関係，家庭内外での役割・仕事の分担において性別に依拠した不

合理で差別的な状況が見られることから，女性や女児をはじめ，すべての人が自分らしく生きられる持続可能な社会の実

現を目指し，家庭内外での仕事のありようや役割分担などを変えていく必要がある．

　ジェンダー平等と女性と女児のエンパワメントは家庭から始まるため，家政学は次の事柄を重視している．家庭におけ

る平和・安全と暴力の根絶，家庭内の一人一人の尊重，家族と国家の経済的安定と成長に対する女性と女児の貢献につい

ての正当な認識，個人と家族の基本的ニーズの充足，健康・危機・災害などに関連するジェンダー問題である．

　また，ジェンダーに関わる側面は，目標 1「あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる」，目標 2「飢餓を終わ

らせ，食料安全保障及び栄養改善を実現し，持続可能な農業を促進する」，目標 3「すべての人々の健康な生活を確保し，

ウェルビーイングを向上させる」，目標 6「すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する」などに

も存在していると考えられるため，家政学研究において，多様で統合的なアプローチを通してジェンダー平等を達成しな

ければならない．

2．目標 5 に関連する家政学における成果

（1）「学問領域」として

　ジェンダー平等は，家政学のすべての領域に関わる課題であり，ジェンダー平等の達成を意識して研究が行われている．

特に家族関係，家庭経営，児童，家政教育の領域では，社会科学，人文科学を基にした多様な研究が展開されている．

　主要なテーマとしては，日常生活における固定的性別役割分担意識の見直し，ワーク・ライフ・バランスの実現，スト

レスの軽減，共働き夫婦における生活時間の差異の縮小，家事労働など無償労働への女性の貢献と価値の明確化，夫（男

性）の家事・育児参加の促進，親の就労と子育てとの関連，保護者の身体的・精神的・社会的健康状態や生活状況が子ど

もに与える影響，女性と子どもの貧困の実態，介護の実態などがあげられる．

　例えば，ワーク・ライフ・バランスについては，育児中の女性を対象とした調査を基に就業支援や再就職の在り方を検

討したり，有配偶者女性労働者を対象とした調査を基に仕事環境がワーク・ライフ・バランスに与える影響を明らかにす

る研究などがある．また，ストレスについては，母親・父親の「親性」と「育児ストレス」との関連や，在宅高齢者介護

に携わる人々の性別とストレスプロセスとの関連についての検討などがある．

　さらに，一人一人の生活の保障と，個人・家族・コミュニティのエンパワメント，とりわけ女性のエンパワメント，各

種の白書や家計収支統計のジェンダー視点からの検討にも取り組んでいる．

（2）「日常生活領域」として

　家政学は，人々の基本的ニーズがどのように満たされるか，人々が人間の成長と潜在的能力をどのように発展させるか

など，日常生活領域に焦点を当てジェンダー視点で支援している．

　特に，家庭経営学や家族関係学などによる実証的な研究の成果は，日常生活におけるジェンダーの実態や，家庭内外の

仕事や役割分担において，特に女性や女児の人権が侵害されてきた状況をあぶりだし，その改善に貢献している．さらに，

男女共同参画社会の実現が標榜されるなかで，家政学が長年取り組んできた女性労働に関する研究・教育の成果が，職業

生活・家庭生活・地域生活のいずれにも参画し，自己実現を達成しようとする女性たちのエンパワメントを支援している．
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（3）「カリキュラム領域」として

1）家庭科教育

　家庭科教育分野では，特に中学校，高等学校における家庭科が女子のみの必履修教科であることが長年にわたって課題

であった．しかしながら，1979年国連で女性差別撤廃条約が採択され，日本もこれに署名・批准したことに伴って，1993

年に中学校で，1994年に高等学校で家庭科の男女必修が開始された．その実現には多くの家政学・家庭科教育関係者が尽

力した．近年では家庭科の授業時数の削減など，多様な困難に直面しているものの，ジェンダー平等達成に焦点を当てた

教育と研究が進められている．

　主要なものとして，生活主体育成のエンパワメントにむけての教育方針，ジェンダーと教育，家庭科男女共学の意義と

課題などが挙げられる．

2）大学における家政学教育

　大学における家政学教育の取り組みには，一般教育としての家政学教育と専門教育としての家政学教育があげられる．

　必ずしも家政学と銘打ってはいないが，ジェンダー平等，生活の質向上，ウェルビーイング向上を目指す一般教育とし

ての家政学教育を実施している大学も少なくない．

　一方，専門教育においては，家政学原論や家政学の各領域がジェンダー平等達成の視点を貫いて家政学教育を実施して

いる．

（4）「政策に影響や発展をもたらす社会的領域」として

　これまで多くの家政学者が，国，NPO，地方自治体におけるジェンダー平等に関する審議会・委員会等に参画してお

り，男女共同参画社会基本法や女性活躍推進法の成立・運用に寄与している．また，公開講座等を通じて，ジェンダー平

等意識の社会的な普及・啓発に尽力している．

　ジェンダー平等の達成が喫緊の政策的課題とされるなか，家政学者は，女性と男性の間のパートナーシップを構築し，

生活の質を向上させるためには家庭科・家政学教育が重要であるという認識の下で，更なる活動の推進をはかっている．

3．目標 5 に関連する家政学の課題

　ジェンダー平等の達成は，すべての目標の基底に流れるものであり，他の目標に取り組む際にも常に意識しておかなけ

ればならない．

　近年，日本ではジェンダー不平等の改善に積極的に取り組んでいるものの，国際的にみると未だ課題は多い．また，

COVID-19パンデミックが家庭内や労働市場での不平等を顕在化させたことから，家政学は，これまでの研究を一層進展

させ，課題解決に向けて，その成果の公表，普及に努めなければならない．

　主要な課題は，ジェンダー平等を促進するための多様な研究と教育，日常生活へのフィードバック，女性と女児を含む

すべての個人のエンパワメントとそれを可能にする家族や地域の形成であり，そのために家庭科教育が果たす役割は重要

である．また，稼得力の向上につながるような，家政学関連分野の職業教育や訓練の提供などにも取り組む必要があろう．
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 目標11　すべての人が住み続けられるまちと地域をつくる

1．目標11と家政学

　目標11は，SDGsの総合的な達成において求心的かつ中核的な目標であり，家政学が取り組むべき課題が多い．なぜな

ら住み続けられる住まいやまちがなければ，家政学が追求する人間らしい生活を送ることは困難だからである．また，目

標11がテーマとする人間居住は，他のゴールと関連してそれらを補完する役割にとどまらず，他のゴールを包括する目標

という捉え方ができる．そのため，持続可能な社会における質の高い生活を具現化するライフスタイルと生活環境のあり

ようを提案する家政学が，目標11に取り組む意義は大きい．

　家政学が目標11を捉える際の独自性の一つは生活者の視点である．住宅や住環境（まち）を建築物や空間の改善課題と

いうハード面から主に捉える工学の建築学とは異なり，生活を営む主体である個人・家族・コミュニティの視点から対象

を眺め，家政学の価値（倫理）に基づき課題を認識する．例えば，人権，ケア，人間的成長，共生，地域性，生活者の

ニーズ，ライフスタイルなどの視点からの居住性に着目し，住み続けられる住まいやまちづくりを展望することである．

2．目標11に関連する家政学における成果

（1）「学問領域」として

　家政学の研究で，目標11に最も関わりの深い分野は，住居学である．住居学の内容は，住生活，住居史，住居・住環境

計画・デザイン，住居環境・設備，住宅構造・材料・防災，住居管理，住宅問題・政策，住教育，その他で構成される．

　住居学は，生活空間である住まい・住環境を生活者の視点から捉え，生活の質の向上を目指し改善課題を提起する学問

分野である．そのため，人間らしく安定的，持続的に居住する空間や環境として適切かどうかという視点が住居学の持つ

価値基準であり，固有の立場と考えられる．

　例えば，住居学では，女性，子ども，障害者，高齢者といった脆弱な立場にある人々に安全かつ安価で使いやすい交通

機関を提供するために，生活道路や歩車共存のボンエルフなどの研究，遠隔郊外居住の問題点や高齢女性の食料品へのア

クセスなどに関する研究が行われてきた．また，高齢者の地域居住の継続や在宅生活支援，子どもの居場所など，子ども

や高齢者の居住環境に着目した住生活研究を行ってきている．

　日本家政学会編集による，住居部会が中心となり刊行した『住まいの百科事典』（2021年）では，SDGsの目標達成に寄

与する内容が総合的に展開されている．一方，住居学研究者は，日本建築学会や日本都市計画学会などの他学会における

研究活動や論文投稿なども多く，研究フィールドが広範囲で，学際的な研究活動が行われている．

（2）「日常生活領域」として

　日常生活の質であるウェルビーイングの向上には，生命の維持・生活の質を重視する生活者の視点からの，隣り合って

生きる人とお互いに支え合うコミュニティの創出＝共生・協働のまちづくりが必須である．2000年前後には，住民参加

（市民参画）のまちづくりや，地域協創が本格化し社会全体が生活者視点のまちづくりにシフトする中，家政学者は，市

民講座や講演会の企画等を通してまちづくりやコミュニティづくりに携わり，日本家政学会の公開シンポジウム等を通し

て研究や実践活動の報告，問題提起をしている．また，市民が自らの住環境に関心を持ち地域の課題解決に主体的に取り

組む力や，地域コミュニティを形成し，まちづくりの担い手となる力の育成に家政学者も関わっている．例えば，市民参

画のまちづくりやその学習，子どもにやさしいまちづくり事業への関与などがある．また，子どもたちによる疑似まちづ

くりの「ミニ・ミュンヘン」や，買い物遊びを通して地域・自然環境と交流する活動の「どんぐりマーケット」といった

子ども主体の参加型イベントにも関わりを持っている．さらに，阪神・淡路大震災や東日本大震災からの復興において，

家政学者も生活支援活動に深く関わっている．
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（3）「カリキュラム領域」として

1）家庭科教育

　家庭科教育において住生活領域は学習指導要領で小・中・高等学校のいずれにも位置づけられており，住まいについて

継続的・系統的に学ぶ環境が制度上整えられている．また2017・2018年改訂学習指導要領・同解説において，小学校から

高等学校への生徒の成長段階に応じて，空間的には家庭から地域・社会，世界へ，また時間的には現在の生活から過去や

未来の生活へと，学習内容の時空を広げ，視野の広がりが図られている．

2）大学における家政学教育

　大学においては，家政学部，生活科学部，生活環境学部，教育学部等を中心に，持続可能な住まいや住環境に関する教

育を行っており，住生活，住居・住環境計画，空間デザイン・設計製図，住宅構造・材料，環境衛生・設備，防災，住居

管理，住宅問題などの専門科目がある．また，住居分野以外の家政系科目もあり，生活全体を捉える視野で住まいやまち

を捉える学びを可能にしている．

（4）「政策に影響や発展をもたらす社会的領域」として

　家政学研究者，特に住居学研究者の多くは国や地方自治体での住宅・都市計画や住宅政策の策定に関わっている．地方

自治体の住宅まちづくり審議会，都市計画審議会，住宅政策審議会，住生活基本計画（住宅マスタープラン）策定委員会，

などの委員に学識経験者として任命され，生活者の立場からの住まいやまちづくりの政策に貢献している．

　また，住宅やまちづくりを冠しないような，例えば，地域住民との政策会議や市民活動推進の審議会，社会教育委員会，

子育て支援や社会福祉の会議・審議会などの組織の構成員や委員も担い，地域づくりやコミュニティ形成のようなソフト

面の支援の推進にも関わってきている．

3．目標11に関連する家政学の課題

　近年，まちづくりに関する国・行政の政策や民間企業の事業において「幸福感（Well-Being）」や「暮らしやすさ

（Livability）」を評価指標に位置づけようとする動きがある．家政学は生活の質の解明と向上を追究し続けている唯一の学

問として，これまで以上に関われる余地があり，ここに積極的に働きかける必要がある．住居学関係者は，こうした視点

を大事にしながら，建築学や家政学など各分野の専門家と連携して，災害に強く，居住性や安全を重視した生活実現のた

めの住宅建設，都市計画，住宅政策，各法整備などに積極的に関わるとともに，住居学の視点を今後より明快に理論化し，

発信していくことが課題であろう．

　また，日本の家庭科における住教育は，学習内容や教科書，これまでの授業事例の蓄積などの点で，世界的にみても充

実しており，目標11の目指す方向について，子どもの理解や実践力を高めるうえで大きな可能性を秘めている．公教育に

おける家庭科教育の時間数を増やす取り組みに加え，住教育についての教員の専門性を高める研修の充実，優れた授業事

例の発信や教材開発などにも，今後より一層取り組む必要がある．
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 目標12　持続可能な生産消費形態を確保する

1．目標12と家政学

　個人・家族・コミュニティの毎日の生活における意思決定は，経済的，社会的，生態学的環境に影響を及ぼしている．

製品やサービスの購入，エネルギーや交通機関の利用などの消費において，個人は，最終消費者であるだけでなく，意思

決定者であり，持続可能なライフスタイルを創造し実行する責任を持っている．その意思決定は，世界の生産チェーン全

体にも影響を与え，将来の世代にも影響を与える．家政学は，研究・教育・実践において，その考え方を中心に据えた生

産・消費行動の促進を使命としている．

　家政学において家庭は消費だけの場ではない．経済学においては生産物を市場取引によって購入することを消費と呼ん

でいるが，大熊（1974）によれば*5，例えば食材であれば，購入後，家庭内で調理し，盛り付けるまでもがモノに付加価

値を与える生産活動であり，消費とは口にいれ，消化することを指す．つまり，家政学においては，家庭もまた生産活動

に関与するとみているのである．

*5：大熊信行『生命再生産の理論―人間中心の思想 上』東洋経済新報社，1974

2．目標12に関連する家政学における成果

（1）「学問領域」として

　家政学の研究で，目標12に最も関わりの深い分野は，家庭経営（生活経営）である．家庭経営の中には，生活経営・管

理，家庭経済，生活設計，消費者問題，ジェンダー，その他が含まれる．各分野では，例えば，次のような研究事例が見

られる．

　家庭経営の分野では，様々なレベルの生活欲求実現のための生活資源活用に関わる研究が行われてきており，消費（購

入）に関する意思決定も含まれている．また，家事労働など無償労働の価値を明確化することによって，生産と消費の捉

え方に新たな視点を提示してきた．有償労働が生産活動であるのと同様に，無償労働も価値を生産する活動であるという

視点である．

　食物分野では，食物の栄養や食品の衛生・安全についての研究，取り巻く家族関係，マナーなどの文化面，生活時間，

意識との関連性についての研究を行うとともに，これを基盤として食品廃棄などの地球環境問題につながる食の問題につ

いて研究を行っている．

　被服分野では，衣服の素材・構成面，衣服の流通から消費者による購入，廃棄に至る生活行動面，流行・ブランドなど

の社会的・文化的側面の研究を行い，これに基づいて衣料の寿命，死蔵，廃棄の問題やエシカルファッションについての

研究を行っている．

　住居分野では，居住地選択，住宅の取得，間取りの選好などを家族の構成・ライフサイクルや職業と関連づけながら研

究を行い，コーポラティブハウスやシェアハウスなどのエネルギー節約となるような新しい住まい方や，環境共生住宅に

ついての住み手の意識の研究などを行っている．

（2）「日常生活領域」として

　家政学は，研究成果を活かして日常生活領域における実践活動につなげている．人々の基本的なニーズの充足を目指す

NPO活動や，持続可能な経営に積極的に取り組む企業活動などを通じて，持続可能な消費と生産に貢献している．

　また，家政学は，大学において消費生活アドバイザー（内閣総理大臣及び経済産業大臣の事業認定資格）の取得に必要

な学習内容を提供してきた．消費生活アドバイザー資格制度は，消費者と企業や行政の架け橋として，消費者からの提案

や意見を企業経営ならびに行政等への提言に効果的に反映させるとともに，消費者の苦情相談等に対して迅速かつ適切な
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アドバイスが実施できるなど，幅広い分野で社会貢献を果たす人材を養成することを目的としている．資格取得した卒業

生は，幅広い業界で活躍している．

　また，家政学研究者は地域の多様な消費者団体や生活改善のグループ，消費生活協同組合，農業協同組合などの活動に

実践・研究の両面で貢献し生活創造を支援している．さらに，地方自治体の公民館等の消費者講座等においても，持続可

能な生産と消費に関する知識や技能の啓蒙を行っている．

（3）「カリキュラム領域」として

1）家庭科教育

　小・中・高等学校の家庭科教育においては，SDGs発表後の2017・2018年改訂学習指導要領総則において，「持続可能な

社会の創り手」の育成が学校教育全体に掲げられている．例えば高等学校の家庭科では，消費者市民社会の推進とも関連

させながら，購入・利用に関する意思決定に加え，ライフスタイルの見直し，価値観の問い直しや関係する活動への参加

など広範な内容を含むものとなっている．

2）大学における家政学教育

　大学においては，家政学部，生活科学部，生活環境学部，教育学部等において，家政学研究を生かした持続可能な生産

と消費に関する教育を行っている．

　科目名としては，消費者教育論，消費者政策，消費者経済学，生活経済論，家計と社会，生活と社会保障，生活と行政，

生活組織論，家庭経営学，生活経営学，アパレル消費科学，消費生活論（消費者問題），消費生活論（暮らし再生）など

がある．

（4）「政策に影響や発展をもたらす社会的領域」として

　家政学研究者は，国の消費者教育推進会議や地方自治体の消費生活審議会の委員として，学識経験者として消費者政策

に貢献している．消費者基本計画・消費者教育推進計画において，持続可能な消費の視点から計画策定，評価，改善を

行っている．また，国や地方自治体の廃棄物審議会，環境審議会においても委員を務め，持続可能なライフスタイルの推

進に向けて学識経験者として貢献している．

　また，食育基本法，環境教育推進法/環境教育等促進法，消費者教育推進法の制定に当たっても家政学者の貢献があっ

た．そして，COVID-19の影響を受けながらもフードバンク活動・子ども食堂などの維持に参画している．

3．目標12に関連する家政学の課題

　これまで「生活者」の視点で研究・実践をしてきた家政学にとって，A.トフラーが1980年に示した「プロシューマー」，

「生産消費者」の姿が，近年，社会変容によって変化していることは注視すべき点である．市場のしくみが変化し，デジ

タルプラットフォームの構築により，消費者が新しいモノやサービスを作って売る生産者・事業者の立場にもなってきて

いる中で，家政学はこの新しい「生活者」の姿を研究・分析し，持続可能な生産・消費形態への貢献をしていく必要があ

る．

　一方，家政学は，目標12をきっかけに，「つくりて」と「つかいて」を結び，製品の背景を踏まえた持続可能な消費行

動や消費生活の研究やその成果の普及を推進していかなければならない．CSRや消費者志向経営を推進している企業側に

とっても，家政学との連携は SDGsの達成のために有効である．そして，企業との連携は家政学の新たな局面を切り拓き，

若い世代にとっても，その専門の魅力を増すものとなる．

　また，家庭科教育，家政学教育及び家政教育では，現在の社会経済システムにおける様々な生活課題を，目標12「持続

可能な生産消費形態を確保する」と関連させて考えさせ，自ら行動し社会システムの変革を提案できる生活者を育ててい

く必要がある．
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おわりに

　2015年 9 月に国連で採択され2030年の達成を目指す持続可能な開発目標（SDGs）は，目標年に向け，すでに折り返し

地点に至っている．一方，日本家政学会は，1949年の設立以来70余年にわたり，生活者の福祉の視点から持続可能な社会

を追究する家政学の研究，教育及び実践活動を推進してきた．

　この意見表明書は，国際家政学会の SDGsポジション・ステートメントを踏まえながら，日本の家政学の独自性にも言

及し，当面する諸課題について明らかにしたものである．日本家政学会は，持続可能な未来に向けた責務として，ここに

掲げた諸課題の早期の達成を目指し，家政学者は，そのための活動に尽力する．

（2023年 5 月27日公表）





i

「日本家政学会のSDGsポジション・ステートメント案」（2023.2.20提案）
に対する意見〔パブリックコメント〕への対応について

一般社団法人日本家政学会 

　「日本家政学会の SDGsポジション・ステートメント」の作成・検討過程において，2023年 2 月20日～ 3月12日に，会
員の皆様及び各部会に対し，同ステートメント案に対する意見を募集しましたところ，3名の会員，2つの部会から下表
に示した19件の意見が提出されました．同ステートメント案についてご検討いただいた皆様にお礼申し上げますとともに，
その公表に当たり，提出されたご意見とそれらへの回答・対応について掲載します．

該当箇所 意見の内容（原文のまま，受付順） 意見への回答・対応

pp. 2～4 2 ページから 4ページの第一部Ⅰの2 についての意見．第一部Ⅰの
2は，わざわざ入れる必要はないと思います．削除でよいと思いま
す．SDGsは地球的規模で取り組む課題であり，しかも貧困や不衛
生，不平等の問題は地域によっては大変深刻です．そうした世界の
問題をどの程度入れ込むのか，難しいと思いますので， 中途半端に
書かない方がよいと思います．

ここでは，家政学が SDGsの一部の目標だ
けでなく，すべての目標に関わっていると
いう基本的なスタンスを示すため，IFHEの
見解も参照しながら，17のすべての目標に
対する考え方を掲げることにしました．

pp. 7～8 7ページから8ページの第二部のⅠは，削除した方がよいと思います．
家族に関わる研究分野では，「個人」「家族」「地域」などの関係性を
めぐっては議論のあるところであります．
学問的なコンセンサスを得られない内容を，学会の意見表明書に入
れることには慎重になっていただきたいと思います．
特に案の 8ページ　「家政学における人間と環境の捉え方」の図につ
いては，家政学会に対し誤解をもたれる可能性があります．
現在，SNSの利用が広がる中で，個人は家族，同僚，親戚を経ずに，
自分のコミュニティをつくっていけるわけですから，そうした環境
の整っていない時代の1979年の図をわざわざ2023年の文書に入れる
ことは，家政学はいつの時代をみているのかと，疑問を持たれてし
まう可能性があります．

第二部のⅠは，本ステートメントに不可欠
であり，Bubolz他の見解には一定の普遍
性があると考えています．なお，ご指摘を
踏まえ，以下のように修正することとしま
した．
・ 図を，家政学において人間生態学システ
ムとして知られる Bubolz他によるもの
（（社）日本家政学会家政学原論部会翻
訳・監修『家政学 未来への挑戦　全米ス
コッツデイル会議におけるホーム・エコ
ノミストの選択』建帛社，2002年 に掲載
の図）に差し替えました．
・ 図の説明文に「『家族』の捉え方や『個
人』『家族』『地域』などの関係性をめ
ぐっては議論のあるところであるが」を
挿入しました．

p. 2～
（p. 1～）

全体を通じて
0－ 1）
SDGsはMDGsを拡張した後継の位置づけになりますが，「取りこ
ぼしのない」と言うキャッチフレーズにある様に，その根本は，経
済格差や人権の格差・差別の廃絶等になります．家政学会に特化す
るのは意味がありますが，偏り，本旨を逸脱するのは，学会として
も研究者としてもあるべき姿でない気がします．
この視点で見ると，本ステートメントでは，全体的に格差の視点に
寄せる方が適切と考えます．
0－ 2）
国連の SDGsの各 Goalを説明するページでは，ターゲットの前に，
Facts＆Figure書かれています．持続可能な開発のための2030アジェ
ンダに書き切れなかったことが記されています．その内容も，より
意識された方が容易かと思われます．
0－ 3）
SDGsでは，大きく経済格差・人権格差・環境問題に触れています．
環境負荷では，環境負荷は LCAベースであることを，確か，2016の
環境サミットで合意されています．これを踏まえると，環境問題に
関わる箇所に関し，もう少し上流に踏み込んだ方が良いかと思いま
す．人権問題でも，フェアトレードなど，目の前の製品でなく，上
流の過程を重視しています．

0－ 1）について
本ステートメントは，日本家政学会の立場
で可能な範囲で，コンパクトに SDGsに対
する意見表明をすることを意図しており，
その趣旨に沿った内容に限定しています．

0－ 2）について
Facts＆ Figureの内容を確認しました．

0－ 3）について
家政学における研究は，日常の生活課題の
発見と課題解決のための環境醸成をめざす
ことを独自性としていることから，本ス
テートメントでは，環境問題に関して，消
費，廃棄・リサイクルなどの過程を中心と
した生活ベースの記述としています．
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p. 2 Goal 1
コメント：　フェアトレードで分かる様に，お金や環境も含めた劣
悪な労働やその生産物の消費は，貧困に大きな原因です．本ステー
トメントの他の項目でライフスタイルについて触れていることを考
えると，もっと家政学に関わりが深く，貧困に向き合った内容があ
るかと思います．また，ターゲットでは「あらゆる貧困」とあり，
これは南北問題だけでなく先進国内でも貧富の差が広がるなど，貧
困のあり方の複雑化したことも踏まえた表現です．安易に削除出来
る様な軽い単語ではないと考えています．
原案：　家政学では，貧困を人と人とのつながりや，様々な組織・
情報へのアクセスの機会の不足も含むものと捉え，その解消に取り
組む．
改変案：　家政学では，あらゆる様態の貧困を生み出しまた助長す
る様な生産および労働と消費，または社会システムの解消に取り組
む．また，貧困を人と人とのつながりや，様々な組織・情報へのア
クセスの機会の不足も含むものと捉え，その解消に取り組む．

改変案を一部修正し，反映しました．

p. 2 Goal 2
コメント：　食は栄養以外に，心の豊かさにも深く関わります．特
にライフスタイルを構成する食習慣では，文化や宗教の問題は不可
避です．国内でもグローバル化・インバウンドを踏まえ，ハラール
など食の禁忌の問題は重要です．また疾病やアレルギー対応などの
配慮できることが，共食では不可欠となっています．これも踏まえ，
2.1ターゲットでは「誰でも」と表現され，その「誰でも」はゴール
10.2のターゲットで触れる「年齢，性別，障がい，人種，民族，生
まれ，宗教，経済状態などにかかわらず，すべての人」に相当しま
す．
上記を考えると，ステートメントの原案は，（体の）健康と調理・栄
養に偏っており，家政学の使命を狭義にしている気がします．

「食料生産と食料消費は密接に関連しており，
消費に関する意思決定と行動，生活方針の
決定を行うのは個人や家族である．」の文中
にある「（食料）消費に関する意思決定と行
動」「生活方針の決定」は，心理的な側面や
習慣，文化の影響を含むものです．よって，
ここでの記述は，意思決定の主体となる個
人や家族の多様性をも含意していると考え
ます．

p. 3
（p. 2）

Goal 4
コメント：　 0－ 1の視点より，教育を受ける権利の格差に関して
の家政学の役割を述べる方が良い気がします．

男女別学の歴史を持つ家庭科教育の特徴を
踏まえ，「性別その他の特性にかかわらず，
あらゆる世代で持続可能な社会を創る人材
を養成する．」としました．

p. 3
（p. 2）

Goal 6
コメント：　ターゲットには，全セクターの水利用の改善が示され
ています．0－ 2で書きましたが，Facts＆Figureでは水利用の70％
が灌漑と示されています． 0 － 3 にも書いた様に LCAベースで
ウォーターフットプリントの視点でも同様ですが，食料生産の水負
荷は重要な問題です．衣服にしても，綿などのウォーターフットプ
リントは小さくありません．多くの環境問題は，LCAベースで考え
ないと，家庭や生活とつながりません．また，「衛生状態」と言う単
語の使用が曖昧です．Facts＆ Figureでは，日に1,000人以上の子ど
もが，水の問題で死んでいることが示されています．

「生活物資の生産及び生活行動における水の
消費」（下線部を追加）としました．

p. 3 Goal 9
災害時の復旧の遅れと貧困の問題は，世界で指摘されています．「多
様な年齢・健康状態」に限定することは，このステートメント自体
が格差の助長につながってしまいます．

「多様な年齢・健康状態にある生活者」を
「多様な特性をもつすべての生活者」としま
した．

p. 3 Goal 10
ターゲットの「年齢，性別，障がい，人種，民族，生まれ，宗教，
経済状態などにかかわらず，すべての人」を，「子ども・女性・
LGBTQ」を特記した「子ども・女性・LGBTQ を含むすべての人々」
という表現にしたのか，必然性が不明です．特に「公正な貿易」に
触れる以上，人種，民族，生まれ，経済は不可欠な項目です．

「子ども・女性・LGBTQを含む」を削除し
ました．



iii

p. 4
（p. 3）

Goal 12
消費者とは誰かが不明です．同時に家政学の対象者も不明です．少
なくとも多くの成人は，消費者兼生産者です．また被消費物は，多
くの場合，生産者の家庭の生活がフィードバックされています．研
究者の事例でも，消費者であると同時に，研究結果というサービス
を生産し，その過程で PCを運用し環境負荷を発生させています
（PC：環境負荷の高い貴金属を多用します）．また，家庭での生活を
反映し，職場で節電を行ったりもします．現代において，消費者と
は，消費者のみの存在として考えると不自然な気がします．家事も，
サービスやサービス以外を含む生産です．またライフスタイルの選
択において，企業等の影響は決して少なくありません．環境問題は，
生産者と消費者での協働で取り組まないとなしません．ですから
ゴール12は，生産と消費の両方または一方にかかわる万人を対象と
しています．そして，生産物＝消費物と，その製造供給方法・使用
方法・廃棄方法に関し述べています．

ここでは，他の目標と併せてコンパクトな
説明が求められています．消費者の解釈に
ついては，第 2部の目標12の 3 で，生活者，
生産消費者などの用語とともに詳述してい
ます（p. 16）．

p. 4 Goal 15
コメント：　15は，TMRやランドフットプリントなど，土地利用が
大きな軸であり，食料資源調達や資源採取で壊れた自然体系と，消
費された資源の『関係性』が重要な視点に思います．「資源の効率的
な利用」と「自然の保全に寄与」は，対処と結果の関係なので，こ
れだけでは完結しません．完結のためには，原因や背景を述べる必
要がありますが，「資源はすべて自然に由来」では漠然と過ぎていま
す．
原案：　家庭生活において使用する資源はすべて自然に由来するた
め，家政学では，資源の効率的な利用や 排出物の削減に関する研
究・教育を通して，自然の保全に寄与する．
改変案：　家庭生活において使用する資源は，その採取において景
観を変えるだけに留まらず，農地開拓にもみられる生物多様性の不
可逆な破壊，副次的に発生する鉱物残渣などの廃棄物，資源枯渇，
時には人権侵害など，様々な問題と関わる．そのため家政学では，
資源の効率的な利用や 排出物の削減に関する研究・教育を通して，
種々の問題の抑制に寄与する．

改変案を一部修正し，反映しました．

全体・
その他

海老原の執筆で申し訳ございませんが，SDGsについての文章がござ
います．差し出がましいかとは思いますが，学会事務（kaseigakkai@
tokyo.email.ne.jp）へお送りさせて頂きます．もし参考なれば幸いです．

参照しました．

全体・
その他

SDGsは家庭科全体に関わるため，ライフプランにも取り入れてい
る，教員が多い．

状況について承知しました．

全体・
その他

今職場も高齢化が進み，家庭科パッシングが少なくなってきた，介
護や老化の不安から，相談を受けることが多い．生きづらさを解決
できるのが，家政学です．

状況及びご意見について承知しました．

全体・
その他

SDGsが最も得意とするのが，家政学です． ご意見について承知しました．

全体・
その他

家政学の先生方のお陰で私達は頑張ることができてます． ご意見について承知しました．

p. 2～
（p. 1～）

　初めに，ここに述べることは部会員個々人の SDGs実現への思い
や活動とは区別された，あくまで食文化研究という視座からの意見
であることをご承知おきください．
　食文化研究は，得られた成果や知見によりその食文化，食生活に
優劣をつけたり，起きている現象に対して「こうあるべき」という
ことはできない分野です．とはいえ，その研究成果を利用すること
により，SDGs実現のための取り組みに寄与するケースは十分考え
られます．ただし，それをするのは食文化研究とは別の取り組みに
なりますので，今のところ部会としては検討していません．
　そのような訳で，ステイトメントの中の家政学を食文化研究に読み
換えることには戸惑いがあります．しかし，家政学会には他にも部会
がありますし，家政学会という大枠の中での表現と受け止めます．

状況及びご意見について承知しました．
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pp. 7～8 第二部のⅠについて
図の掲載については見直しが必要ではないかと思います．
家族に関わる研究分野では，「個人」「家族」「地域」などの関係性を
めぐっては議論のあるところですので，学問的なコンセンサスを得
られない内容については，慎重に取り扱う必要があると思われます．
特に案の 8ページ　「家政学における人間と環境の捉え方」の図に関
する意見がありました．2023年現在においては，図が作成された
1979年と比べて家族をめぐる環境の変化が著しく，「個人」「家族」
「地域」などの関係性を考える視点の見直しが必要であるという意見
です．

ご指摘を踏まえ，以下のように修正するこ
ととしました．
・ 図を，家政学において人間生態学システ
ムとして知られる Bubolz他によるもの
（（社）日本家政学会家政学原論部会翻
訳・監修『家政学 未来への挑戦　全米ス
コッツデイル会議におけるホーム・エコ
ノミストの選択』建帛社，2002年 に掲載
の図）に差し替えました．
・ 図の説明文に「『家族』の捉え方や『個
人』『家族』『地域』などの関係性をめ
ぐっては議論のあるところであるが」を
挿入しました．

全体・
その他

家政学の立場から家族に関連する提言として留意したい点について
① 家族の単位性と機能を自明としないこと．
② 社会的対応が求められる支援は，家族が社会的機能を果たすため
の支援ではなく，個人が家族（的）生活を送ることを含め，個人
の well-beingのための支援であること．
③ 近代家族を前提とするのではなく，多様な家族（的）関係を視野
に入れること，
④ 性別を問わずケアラーとして位置づけること．

ご指摘を踏まえ，特に①～③の趣旨を明確
にするよう，上記のとおり，図の差し替え
及び本文の一部修正を行いました．また，
冒頭（p. 1，第 1部，Ⅰの 1）の家政学に関
する記述の中で「家族」について「（婚姻関
係，血縁関係に限らない日常生活を営む
様々な形態の集団やネットワーク）」という
説明を加えました．
④については，「目標 5」の家政学的な捉え
方（p. 2）において，その趣旨は反映されて
いると考えます．

注；1） 該当箇所のページ数は「日本家政学会の SDGsポジション・ステートメント案」（2023.2.20提案）の掲載ページに基づいている．
2023.5.27に公表したステートメントにおいて該当箇所のページ数が異なる場合は，（ ）内に示した．

　　2） パブリックコメントの結果の公表という観点から，個人名や部会名が特定される部分は黒塗りとした．
※上記のパブリックコメントへの対応のほか，様式ならびに細部の表記・表現について調整・修正を行いました．


